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Ⅱ－（１）工場敷地以外にある建物（延べ床面積 Ⅱ－（１）工場敷地以外にある建物で延べ床面積 ・ ㎡未満の建物について、被調査者の負担200 200 200
㎡未満）について ㎡未満の建物について 軽減から棟数のみの回答とし、総延べ床面積の

記入を廃止した。
３ 延べ床面積 ㎡未満の建物の棟数 ３ 延べ床面積 ㎡未満の建物の棟数および総延 また、居住用建物については調査対象外にな200 200

200べ床面積 ることから 工場敷地以外にある建物のうち、 、
㎡未満は居住用建物が多いことを想定し棟数の
みの把握とした。
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Ⅱ－（２）工場敷地以外にある建物（延べ床面積 Ⅱ－（２）工場敷地以外にある建物で延べ床面積 ・記入者の負担軽減を図るため、法人土地調査200 200
㎡以上）について ㎡以上の建物について 票の該当番号を記入する項目を設け、土地・建
４ 所在地 ４ 所在地 物を一体的に所有している場合の所在地の文字

記入負担をなくした。

・誤記入を避けるため、詳しい説明を加えた。
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５ 延べ床面積 ５ 延べ床面積 ・誤記入を避けるため、詳しい説明及び記入例
を加えた。
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６ 構造 ６ 構造 ・記入者の誤記入を避けるため選択肢の各項目
に説明を加えた。

・地下階数を調査項目に加えた。
近年重要視されている防災の観点、資産額推

計、地下利用・地下階対策等から地下ストック
把握が重要となっている。

・地上階、地下階を記入する建物構造には誘導
の矢印を付けた。
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７ 建築時期 ７ 建築時期 ・調査実施年に合わせ、調査年を変更した。

・耐震基準項目を追加した。
近年、地震防災の意識の高まりもあり、耐震

性のより正確な把握が必要となっている。既存
の不適格建物のストック量はいまのところ正確
な数値を把握する手段がなく、当項目を追加す
ることにより不適格建物のストック量が明らか
になる。
前回は、建物の建築年で判断（新耐震基準昭

和５６年）していたが、５５年以前でも新耐震
基準を満たす建物も存在しており、適切な調査
項目として設定した。
施策においても、災害に強いまちづくりの推

進を進めているところである。
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８ 敷地の権原 ８ 敷地の権原 ・誤記入を避けるため、詳しい説明を加えた。

・証券化の項目を追加した。
近年、不動産証券化の伸長が著しくなってお

り、土地所有において証券化は無視できない。
また、不動産証券化は金額面での把握は各方

面で試みられているが、ストック面での把握が
なされてなく、当項目を追加することにより明
らかになる。
また、施策においても、良質な不動産ストッ

クの形成や土地利用の再編・再生を促進し、都
市再生・地域再生を推進するため、不動産市場
と資本市場の継続かつ安定的な資金循環の構築
を図ることとしている。

・ ６その他」に該当する概念がないことから削「
除する。
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９ 建物の利用現況 ９ 建物の利用現況 ・建物の用途が複数ある場合の記入の仕方を改
善した。
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建物の貸付の有無 建物の貸付の有無 ・建物の貸付面積を記入するよう説明文と記入10 10
する欄を設けた。
建物の一部を貸し付けている場合が少なくな

く、前回調査での貸付の有無だけでは賃貸スト
ックの把握ができなかった。
貸付面積の正確な把握を行うことでより正確

な貸付不動産の状況が明らかになる。

・記入漏れやプレプリントされた場合の確認漏
れをなくすため、チェック欄を設けた。
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Ⅱ－（３）工場敷地にある建物について Ⅱ－（３）工場敷地にある建物について ・誤記入を避けるため、詳しい説明を加えた。
所在地11

所在地11

延べ床面積 延べ床面積 ・誤記入を避けるため、詳しい説明及び記入例12 12
を加えた。
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構造 構造 ・記入者の誤記入を避けるため選択肢の各項目13 13
に説明文を加えた。
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建築時期 建築時期 ・調査実施年に合わせ、調査年を変更した。14 14

・耐震基準項目を追加した。
近年、地震防災の意識の高まりもあり、耐震

性のより正確な把握が必要となっている。既存
の不適格建物のストック量はいまのところ正確
な数値を把握する手段がなく、当項目を追加す
ることにより不適格建物のストック量が明らか
になる。
前回は、建物の建築年で判断（新耐震基準昭

和５６年）していたが、５５年以前でも新耐震
基準を満たす建物も存在しており、適切な調査
項目として設定した。
施策においても、災害に強いまちづくりの推

進を進めているところである。




